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平成１６年５月１日現在

�住民基本台帳登録数　　　　 　前月比
　男　　 　８８，０６２人　　　　　４３６人増
　女　　 　８８，２０４人　　　　　６００人増
　計　　　１７６，２６６人　　　　１，０３６人増
世帯数　 ７７，１２８世帯　　　　８９９世帯増
�外国人登録数　　　　　　 　４，１６６人

人口と世帯数
都 市 計 画 ・
ま ち づ く り
特 集 号
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�従来から、市ではより良いまちづくりのため、開発事業の事前協議を

行い、事業者の協力を得てきました。事前協議の行政手続きを明確に

するため、条例で定めることにしたものです

�地方分権の一環で平成１２年に都市計画法が改正され、地方自治体の条

例により敷地面積の最低限度、公園・緑地などの設置基準を定めるこ

とができるようになりました

�大規模な開発事業をめぐって、周辺住民の方から市にさまざまな意見・

要望などが寄せられる事例があり、市議会での請願採択など、条例制

定に対する機運が高まっていました

①大規模土地取引の届け出

　５,０００㎡ 以上の土地を取り引きするときは、事前に市に届け出ていた

だくこととしました

②大規模土地利用構想の届け出

　開発事業者が大規模な事業を行うときは、計画の構想段階で周辺への

周知を行っていただくこととしました

③開発事業の手続き

　これまで「宅地開発指導要綱」などに基づき、市と事業者が事前協議

を行っていた内容を、条例で明確にしました

①公園・緑地などの基準

　事業面積３,０００㎡以上の場合、事業面積の６％を公園・緑地などとして

確保することを定めました

②敷地面積の基準

　新たな開発行為（宅地開発）にあたっては、一区画の敷地面積の最低

限度を定めました（右表）

※①・②は都市計画法の規定に基づいて定めています。

③その他の公共施設の基準

　条例と合わせて施行される市の規則により、その他の公共施設（道路、

公園など、下水道施設、水道施設、水路、雨水浸透施設、消防水利施設、

清掃施設、交通施設など）の基準を定めています。

※条例と合わせて検討してきた建築物の高さに関する規定は、都市計画

により別に定めることとしています。

１２０㎡
（※）

事業面積
３,０００㎡以上

第 一 種
低層住居
専用地域 １１０㎡３,０００㎡未満

１００㎡上　記　以　外

敷地面積の最低限度

�
�
�
�
�
�
�
�
	

�
�
�
�
�
�
�
�
	

��������	
��������	
�����

��������
��������
���

新たに宅地開発を行う
場合の基準です

敷地面積の基準 公園・緑地などの基準
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●開発事業とは
　この条例では、開発行為と建築行為
を含めて開発事業といいます。
●開発行為とは
　主として建築物の建築または特定工
作物の建設のために行う「土地の区画
形質の変更」をいいます。土地の区画形
質の変更とは、道路・水路などによる土
地の区画の変更、または切土、盛土など
による土地の形質の変更をいいます。

用語説明

土地利用が大きく変わるときの
ルールを条例で定めています

届け出の対象や手続きの流れは、裏面をご覧ください

　「小平市開発事業における手続及び基準等に関する条例」が、４月
１日から施行されます。この条例は、市が定めたまちづくりの基本
計画である「小平市都市計画マスタープラン」における土地利用の
方針などの実現を図るため、周囲への影響が大きい開発事業を行う
際に必要な事前の手続きおよび公共施設の整備基準などについて定
めています。
　市では、市民・事業者と協力しながら、良好な住環境の形成および
安全で快適な都市環境を備えた市街地の形成を目指していきます。

※�１２０㎡ある敷地が全敷地の７０％あること
　�一の敷地の最低面積が１１０㎡あること
　�全敷地の平均面積が１２０㎡あること
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